
つやま企業サポート事業 

知的財産権取得サポート補助金交付要領 

平成２７年６月１日制定 

平成２８年４月１日改定 

平成２９年４月１日改定 

平成３１年４月１日改定 

令和２年４月１日改定 

令和５年４月１日改定 

 （目的） 

第１条 つやま産業支援センター（以下「センター」という。）は，津山市内の企業の

技術や製品開発を促進し，企業の独自性や優位性を発揮させるため，知的財産権取得

の出願に必要な経費に対して，つやま企業サポート事業知的財産権取得サポート補助

金（以下「補助金」という。）を予算の範囲内において交付し，今後の事業展開を優

位に進められるように支援することを目的とする。 

２ 補助金の交付に関しては，つやま企業サポート事業補助金交付要綱（以下「補助金

交付要綱」という。）に定めるもののほか，この要領の定めるところによる。 

 （補助対象者） 

第２条 補助金の交付対象者は，補助金交付要綱第２条第１号に定める企業（以下「補

助対象者」という。）をいう。ただし，補助金交付要綱第３条第２項各号に掲げる要

件に該当する場合はこの限りでない。 

 （補助対象事業） 

第３条 補助の対象となる事業は，知的財産権のうち，別表第１で定めるものを取得す

るための出願（出願審査請求及び技術評価請求を含む。以下同じ。）とする。 

 （補助対象経費） 

第４条 補助の対象となる経費は，知的財産権の出願及び取得に要した経費のうち，別

表第２で定める経費とする。 

 （補助金の制限） 

第５条 補助金交付は，１補助対象者当たり同一年度において，補助対象事業となる出

願１件までとし，補助対象経費の２分の１以内とする。ただし，特許権は２０万円，

特許権以外の知的財産権は１０万円を上限とする。 

 （補助金の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は，知的財産権に係る出願後１年以内，又は

出願審査請求後１年以内に，別に定める様式による交付申請書に次に掲げる書類を添

えて，２月末までにセンターに提出しなければならない。 

 (１) 補助対象経費の内容及び領収が確認できる書類等の写し 

 (２) 申請時に知的財産権を取得している場合にあっては，取得したことを確認する



ことができる書類 

 (３) 申請時に知的財産権を取得していない場合にあっては，出願を確認することが

できる書類 

 (４) 市税完納証明書 

 (５) その他センターが必要と認める書類 

（交付決定） 

第７条 本要領においては，補助事業の決定をもって補助金の額の確定とする。 

（補助金の支払い方法） 

第８条 補助金の支払いは，精算払いとする。 

（その他） 

第９条 この要領に定めるもののほか，補助金の交付に関し必要な事項は，センターが

別に定める。 

 

付 則 

 この要領は，制定の日から施行し，令和５年度の補助金から適用する。 

  



別表第１ 

補助の対象となる知的財

産権 

特許法（昭和３４年法律第１２１号）第６６条第１

項に規定する特許権 

実用新案法（昭和３４年法律第１２３号）第１４条

第１項に規定する実用新案権 

意匠法（昭和３４年法律第１２５号）第２０条第１

項に規定する意匠権 

 

 

別表第２ 

補助の対象となる経費 

出願料及び審査請求料又は技術評価請求料 

知的財産権の出願及び取得に係る調査及び手続を弁

理士又は弁護士に委託した場合にあっては，当該弁

理士又は弁護士に対する報酬（外国出願における現

地代理人等に支払う経費を含む） 

 

 


